
項目及び構成

１ 契約担当官等

２ 調達内容

３ 競争参加資格

４ 証明書等の提出場所等

５ 入札書の提出場所等

６ 入札及び開札

７ その他

別添 暴力団排除に関する誓約事項

別添 自動車の性能に関する審査要領

別紙様式 性能等証明書

別紙様式 入札書作成様式

別紙様式 確認書

別紙様式 紙入札方式参加願

別冊 契約書（案）

別冊 仕様書

【注意事項】

　電子調達システムにより送信された入札書及び書面により入札箱に投函された入

札書については、本入札説明書６（３）各号に該当するものを除き、全て有効な入

札書として取り扱います。

　よって、入札金額の誤記入等の錯誤又は積算ミス等を理由として、入札書を無効

とする訴えは提起できません。

　なお、落札決定後に当該契約を辞退する場合は、原則として指名停止措置が講じ

られますので注意してください。

（ 総 合 評 価 落 札 方 式 ）

入 札 説 明 書



入札説明書によるものとする。

１ 契約担当官等

支出負担行為担当官　  大阪管区気象台長 束田　進也

２ 調達内容

（１）

（２） 仕様書のとおり

（３） 仕様書のとおり

（４） （ 金 ）

（５）

ア 　本件は、入札及び契約を電子調達システムで行う対象案件である。

　なお、電子調達システムにより難いものは、発注者の承諾を得て紙による入札及び

契約手続きに代えるものとする。

イ 　電子調達システムのＵＲＬ及び問い合わせ先

　　・電子調達システム

　　　　https://www.p-portal.go.jp/

　　・調達ポータル・電子調達システムヘルプデスク

　　　　電話 0570－000－683

ウ

の結果が最も優れた提案をした者を落札者とする総合評価落札方式をもって行う。

こと。また自賠責等についてはそれぞれの内訳金額を入札書に記載すること。

を含む）に、国が引き渡す物品と国が購入する物品の差額（自賠責等を除く）の１００分

額を切り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は消費税及び地方消費税に係

なお、納車期限は令和 8年 2月 13日（金）とする。

落札者の決定は、「国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に

関する法律」（平成１９年法律第５６号）に基づき定められた「国及び独立行政法人等に

おける温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する基本方針」（平成２６

年２月４日閣議決定）において規定された、入札価格及び環境性能を総合的に評価し、そ

落札決定にあたっては、別添「自動車の性能に関する審査要領」に規定する「３．総合

評価点の計算方法」によって得られた数値の最も高いものを落札者とする。なお、入札書

に記載された交換差金（新規に購入する自動車に係る「自動車損害賠償責任保険料、自動

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数がある時は、その端数金

る課税事業者であるか、免税事業者であるかを問わず、自賠責等を除き見積もった契約希

車重量税、リサイクル料金等、登録諸費用（非課税分）」（以下「自賠責等」という。）

望金額の１１０分の１００に相当する金額に自賠責等を加算した金額を入札書に記載する

納 入 場 所

入 札 方 法

徳島地方気象台官用自動車購入（下取り交換）契 約 件 名

仕 様 及 び 規 格

令 和 8 年 2 月 27 日履 行 期 限

大阪管区気象台の調達契約に係る入札公告 （ 令 和 7 年 8 月 12 日

については、会計法（昭和２２年法律第３５号）、予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第

１６５号）、契約事務取扱規則（昭和３７年大蔵省令第５２号）に定めるもののほか、この

付 ）に基づく入札等



エ

を承諾のうえ、入札しなければならない。

を求めることができる。

オ 　入札執行回数は原則として２回とする。

（６）入札保証金 免除する。

（７）契約保証金 免除する。

３ 競争参加資格

（１）

ること。

ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。

（２）　予決令第７１条の規定に該当しない者であること。

（３）

管区気象台から指名停止の措置を受けていないこと。

（４）

国土交通省公共事業等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこと。

　なお、競争参加資格を有しない入札者は速やかに資格審査申請を行う必要がある。

　競争参加資格審査に関する問い合わせ先は次のとおり。

〒540-0008 大阪市中央区大手前４－１－７６　大阪合同庁舎第４号館

大阪管区気象台総務部会計課第二契約係

電話 06-6949-6301

４ 証明書等の提出場所等

（１）提出書類

ア　　証明書等（資格審査結果通知書（写）等、性能等証明書、同等品証明書）

イ 　参加方式確認書類（紙入札方式による場合に限る。）

　「紙入札方式参加願」

　押印を省略する場合は、当該書類の余白に「本件責任者及び担当者」の氏名・連絡先

の氏名・連絡先を記載することとする。

（２）提出期限 （ 火 ）

（３）提出先

ア　　電子入札による場合は、電子調達システムにより提出すること。

イ 　紙入札方式による場合は、下記の場所へ郵送又は電子メールにより提出すること。

　なお、郵送で提出する場合は、追跡可能な配送方法とすること。

〒540-0008 大阪市中央区大手前４－１－７６　大阪合同庁舎第４号館

大阪管区気象台総務部会計課第二契約係

電話 06-6949-6301

（４）証明書等審査結果通知 （ 木 ）

電子調達システム又は書面にて通知する。

入札者は、仕様書・契約書案等を熟覧し、また暴力団排除に関する誓約事項（別添）

この場合において、仕様書・契約書案等について疑義があるときは、関係職員の説明

予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当しない者であ

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意を得

警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者として、

令 和 7 年 9 月 9 日

（５）

17時00分

令 和 7 年 9 月 18 日

令和７・８・９年度国土交通省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「物品の販

売」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」等級に格付けされ、「近畿」又は「四国」地域の競争参

加資格を有する者であること。

14時00分以降

証明書等（資格審査結果通知書（写）等）の提出期限から開札の時までの期間に大阪



５ 入札書の提出場所等

（１）入札書の提出期限及び場所

入札書は電子調達システムにより提出すること。

ただし、６（１）に基づく紙入札方式による参加者は紙により提出すること。

なお、郵送で提出する場合は、追跡可能な配送方法とすること。

　また、入札書の押印を省略する場合は、表封筒に押印省略の旨を朱書し、かつ、入

札書の余白に「本件責任者及び担当者」の氏名・連絡先を記載することとする。

　また入札書については電子メールでの提出を不可とする。

ア 　入札書の提出期限 （ 火 ）

イ 　紙による入札書の提出先

〒540-0008 大阪市中央区大手前４－１－７６　大阪合同庁舎第４号館

大阪管区気象台総務部会計課第二契約係

（２）契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先

〒540-0008 大阪市中央区大手前４－１－７６　大阪合同庁舎第４号館

大阪管区気象台総務部会計課第二契約係

電話 06-6949-6301

（３）仕様に対する質問提出期限及び場所（メールによる提出：アドレスはパスワード発行時に通知）

（ 水 ） 17時00分まで

〒540-0008 大阪市中央区大手前４－１－７６　大阪合同庁舎第４号館

大阪管区気象台総務部会計課第二契約係

上記に対する回答期限（メールによる回答）

（ 金 ） 17時00分まで

（４）開札の日時及び場所 （ 水 ）

大阪管区気象台１６階会議室

６ 入札及び開札

（１）入札参加申請

る。

（２）入札書の提出方法

ア

提出すること。

イ

期限までに５（１）イに示す場所へ提出すること。

また、入札書の押印を省略する場合は、表封筒に押印省略の旨を朱書し、かつ、入札

書の余白に「本件責任者及び担当者」の氏名・連絡先を記載することとする。

ウ 　入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。

その封皮に氏名（法人の場合はその名称又は商号)及び「

［徳島地方気象台官用自動車購入（下取り交換）］の入札書在中」と朱書し、提出

電子調達システムにより難い場合は、「紙入札方式参加願」を４（３）の場所に提出

し、発注者の承諾を得たうえで、紙入札方式により本件入札への参加を認めることとす

電子調達システムによる入札の場合は、当該システムの所定の方法により期限までに

令 和 7 年 9 月 24 日 10時00分

令 和 7 年 9 月 3 日

令 和 7 年 9 月 5 日

紙入札方式による入札の場合は、別紙様式を作成のうえ、封筒に入れ、かつ、

令 和 7 年 9 月 24 日 開 札

17時00分令 和 7 年 9 月 23 日



（３）入札の無効

ア

不正に使用した者の提出した入札書並びに以下の各号に該当する入札は無効とする。

（ア） 　入札書の提出期限後に到達した入札

（イ） 　委任状が提出されていない代理人のした入札

（ウ）

のした入札

（エ） 記名（外国人又は外国法人にあっては、本人又は代表者の署名をもって代える

　ことができる。）を欠く入札（押印を省略する場合、「本件責任者及び担当者」の氏

　名・連絡先の記載がない入札）

（オ） 　金額を訂正した入札

（カ） 　誤字、脱字等により意志表示が不明瞭である入札

（キ） 　明らかに連合によると認められる入札

（ク）

る入札

（ケ）

ものであることを証明できなかった入札

（コ） 性能等証明書の審査の結果不合格となった者のした入札

イ

とする。

ウ 　令第８６条第１項に基づく調査等の契約担当官が行う調査に協力しないとき

エ

国土交通省発注工事等からの排除要請があったとき

オ 　暴力団排除に関する誓約事項（別添１）について、虚偽が認められた入札

（４）入札の取りやめ等

の執行を延期し、若しくは取りやめることがある。

（５）代理人による入札

ア

とともに、入札時までに代理委任状を提出しなければならない。

イ

ことができない。

入札者又はその代理人は、本件調達に係る入札について他の入札者の代理人を兼ねる

本入札説明書に示した競争参加資格のない者、入札条件に違反した者又は入札者に求

ることの表示及び当該代理人の氏名を記入して押印（外国人の署名を含む）をしておく

所定の入札保証金又は入札保証金に代わる担保を納付しない者又は提供しない者

同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者によ

特定商品と同等のものであることを証明する必要のある入札にあっては、同等の

国の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（昭和５５年政令第３００号

）第８条第３項の規定に基づき入札書を受領した場合であって、当該資格審査が入札日

までに終了しないとき又は資格を有すると認められなかったときは、当該入札書は無効

警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する業者又はこれに準ずるものとして、

入札参加者が連合し、又は不穏の行動をなす等の場合において、入札を公正に執行す

ることができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加させず、又は入札

代理人が入札する場合には、入札書に競争参加者の氏名、名称又は商号、代理人であ

められる義務を履行しなかった者及び電子調達システムを利用するためのＩＣカードを



（６）開　　札

ア

ない場合は、入札事務に関係のない職員を立ち会わせて行う。

イ 　紙入札方式による入札者は開札時刻後においては開札場に入場することはできない。

ウ

に応じ、身分証明書または入札権限に関する委任状を提示しなければならない。

エ

合のほか、開札場を退場することができない。

オ

までに再度の入札書を提出すること。

参加することができない。

カ 　原則として、当該入札の執行において入札執行回数は２回を限度とする。

２の規定に基づく随意契約には移行しない。

７ その他

（１）契約手続きに使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨

（２）入札者に要求される事項

ア

から説明を求められた場合には、それに応じなければならない。

イ 　提出された入札書は開札前を含め返却しない。

（３）落札者の決定方法 総合評価落札方式とする。

ア

によって得られた点数が最も高いことをもって有効な入札を行った者を落札者とする。

（ア） 　本入札説明書３の競争参加資格及び仕様書の要求要件をすべて満たしていること。

（イ）

た予定価格の制限の範囲内であること。

（ウ）

こと。

イ

行うことになった場合には、以下のとおりとする。

（ア）

した電子くじ番号を元に電子くじを実施のうえ、落札者を決定するものとする。

（イ）

した電子くじ番号を元に電子くじを実施のうえ、落札者を決定するものとする。

（ウ）

子くじ）を実施のうえ、落札者を決定するものとする。

なお、当該入札回数までに落札者が決定しない場合は、原則として予決令第９９条の

この一般競争に参加を希望する者は、入札日の前日までの間において、契約担当官等

　本入札説明書６（２）の入札書を提出した入札者であって、下記の各要件を全て満たし、

かつ、別紙「自動車の性能に関する審査要領」に規定する「３．総合評価点の計算方法」

当該入札者の入札価格が予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成され

入札者の提出した性能等証明書（別紙様式）が、審査の結果合格したものである

落札者となるべき同価の入札を行った者が二人以上あり、くじにより落札者の決定を

同価格の入札をした者が電子入札事業者のみの場合には、電子入札事業者が入力

同価格の入札をした者が電子入札事業者と紙入札事業者が混在する場合には、電

子入札事業者が入力した電子くじ番号及び紙入札事業者が紙入札方式参加願に記載

同価格の入札をした者が紙入札事業者のみの場合には、その場で紙くじ（又は電

ただし、紙入札方式による入札者のうち開札に立ち会わなかった者は、再度の入札に

開札は紙入札方式による入札者（代理人が入札した場合にあっては代理人。以下

同じ。）を立ち会わせて開札場にて行う。ただし、紙入札方式による入札者が立ち合わ

紙入札方式による入札者は、開札場に入場しようとするときは、入札関係職員の求め

紙入札方式による入札者は、契約担当官等が特にやむを得ない事情があると認めた場

開札をした場合において、予定価格の制限に達した価格の入札がないときは、再度の

入札を行う。この場合においては、電子調達システムにより再度の入札の締切時刻を直

ちに通知し、また、開札場において再度の入札の締切時刻を直ちに公表するので、電子

調達システムによる入札者（代理人が入札した場合にあっては代理人。以下同じ。）は、

当該締切時刻までに再度の入札を行い、また、紙入札方式による入札者は当該締切時刻



（４）契約書の作成

ア

のとする。

「電子調達システム」による電子契約を行う場合、電子調達システムで定める手続に

従い、契約書を作成しなければならない。なお、電子調達システムによりがたい場合は、

発注者の承諾を得て紙契約方式に代えるものとする。 

イ

するものとする。

ウ

の相手方に送付するものとする。

エ

いものとする。

（５）支払条件

　検査合格後、１回払いとする。

（６）異議の申立

て異議を申し立てることはできない。

（７）申請書又は提出資料に虚偽の記載をした場合においては、指名停止を行うことがある。

（８）「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」（令和４年９月

１３日ビジネスと人権に関する行動計画の実施に係る関係府省庁施策推進・連絡会議決定）

を踏まえて人権尊重に取り組むよう努めること。

契約書を作成する場合において、契約の相手方が遠隔地にあるときは、まず、その者

が契約書に記名押印し、更に契約担当官等が当該契約書の送付を受けてこれに記名押印

上記イの場合において契約担当官等が記名押印したときは、当該契約書の１通を契約

契約担当官等が契約の相手方とともに契約書に記名押印しなければ本契約は確定しな

入札者は、入札後、この入札説明書、仕様書及び契約書等についての不明を理由とし

競争入札を執行し、契約の相手方を決定したときは、遅滞なく契約書を取り交わすも



別添

暴力団排除に関する誓約事項

　当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記のいずれにも該当

しません｡ また、当該契約満了までの将来においても該当することはありません｡ 

　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被るこ

ととなっても、異議は一切申し立てません｡ 

以上のことについて、入札書の提出をもって誓約します｡ 

記

１　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者その他

　経営に実質的に関与している者、法人である場合は役員、支店若しくは営業所（常時

　契約を締結する事務所をいう。）の代表者その他経営に実質的に関与している者又は

　団体である場合は代表者、理事等その他経営に実質的に関与している者をいう。以下

　同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法

　律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第

　２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である

２  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害

　を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている

３　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな

　ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

４　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど

　している

５　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している



別添 

自動車の性能に関する審査要領 

１ 落札方式  

  次の要件を満たしている者のうち、３によって得られた総合評価点の最も高い者を落札者と

する。 

① 入札価格が予定価格の範囲内であること。 

② 納入しようとする自動車が仕様書に定める要求要件をすべて満たしていること。 

 

２ 性能等証明書（別紙様式）の審査 

  性能等証明書の合否については、入札日の前日までに連絡し、不合格となった者には、別途

書面により理由を付して通知するものとする。 

 

３ 総合評価点の計算方法 

① 総合評価点＝環境性能（燃費値）に対する得点÷入札価格に対する得点とする。 

② ①の「環境性能（燃費値）に対する得点」は、仕様書に記載された要求要件を全て満た

している場合には、標準点（１００点）を与え、さらに、環境性能（燃費値）についてグ

リーン購入法基本方針の「自動車」の基準における燃費基準値を上回る部分について環

境性能の評価に応じ得点（加算点）を与える。 

    加算点は、５０点を満点とし、入札者が納品しようとする自動車の環境性能が、燃費目

標値（燃料基準値の２倍）と燃費基準値の間のどの位置にあるのかをもって評価する。具

体的には、以下のとおりとする。 

                    

 

    加算点の式の分母は 燃費基準値＝燃費目標値－燃費基準値 

                      ＝燃費基準値×２－燃費基準値 

    なお、複数台購入の場合標準点及び加算点は１台ずつ算出し、購入台数分合計したもの

を「環境性能（燃費値）に対する得点」とする。 

  ③ ①の「入札価格に対する得点」は入札価格を１００万円で除して得た値とする。 

 

４ 自動車の燃費値、燃費基準値の算定方法 

① 評価する全ての自動車が WLTCモードによる燃費表示を行っている場合（JC08モードによ

る燃費表示をともに行っている場合を含む。）は、WLTC 燃費値により評価するものとする。 

② 上記①以外の場合は、JC08 燃費値を優先するものとする（WLTC燃費値のみ表示している

車両に限って WLTC燃費値により評価）。 

 

（国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関す

る基本方針（環境配慮契約法基本方針）関連資料 令和 7（2025）年 2月 による） 

 

加算点 ＝ 満点（50点）× 
提案車の燃費値－燃費基準値 

燃費基準値 



 

別紙 

性 能 等 証 明 書 

 

令和  年  月  日 

 

住     所             

商号又は名称             

代表者氏名             

 

 下記のとおり相違ないことを証明します。 

 

  納入しようとする

自動車の性能等 

※大阪管区気象

台審査欄 

① 車名   

② 型式   

③ 車両重量（kg）   

④ 乗車定員（人）   

⑤ 総排気量（cc）   

⑥ 燃費値（km/Ｌ）（JC08モードによる

値または JC08モード換算値） 

  

⑦ 燃費値（km/Ｌ）（WLTCモードによる

燃費表示を行っている場合） 

  

 

⑧ 

低排出ガス車認定実施要領（平成 12年運

輸省告示第 103号）」の基準のうち、平成

17年基準排出ガス 75％低減レベル以上又

は 30年基準排出ガス 50％低減レベル以上

に適合していること。   

 

適・否 

 

① 評価する全ての自動車が WLTCモードによる燃費表示を行っている場合（JC08モードによる燃費表示をともに

行っている場合を含む。）は、WLTC燃費値により評価するものとする。 

② 上記①以外の場合は、JC08 燃費値を優先するものとする（WLTC燃費値のみ表示している車両に限って WLTC

燃費値により評価）。 

（国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する基本方針（環境配慮

契約法基本方針）関連資料 令和 7（2025）年 2月 による） 

 

◎環境性能(燃費値)に対する得点 

 

＝100＋ 50×                              ＝ 

                   

（注）※欄は記入しないこと。     

提案車の燃費値(  )－燃費基準値(     ) 

) 
燃費基準値(  ) 

) 



一　金 円　也
（消費税及び地方消費税は含まない。但し、資金管理

料金は消費税及び地方消費税を含んだ金額とする。）

※上記金額の内数として記入すること。

自動車損害賠償責任保険料 円

自動車重量税 円

リサイクル料金等

資金管理料金（消費税及び地方消費税を含む） 円

再資源化等預託金（非課税） 円

情報管理預託金（非課税） 円

登録諸費用（非課税分） 円

但　し

入　札　説　明　書　を　承　諾　の　上　、　入　札　し　ま　す　。

令和    年    月    日

支 出 負 担 行 為 担 当 官

　　　大阪管区気象台長　　　束田　進也　　殿

印

※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：    

担当者（会社名・部署名・氏名）：     

連絡先１ ： 

連絡先２ ：              

　入　　　　札　　　　書　

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

徳島地方気象台官用自動車購入（下取り交換）



契約件名【徳島地方気象台官用自動車購入（下取り交換）】 ※複数台購入の場合は、購入台数分を
契約希望金額【2,818,590円（税込）】 　合計した入札金額・内数とする。
自動車損害賠償責任保険料・・・36ヶ月分

自動車重量税・・・～1.5ｔ

リサイクル料金等・・・11,230円

登録諸費用・・・法定費用（非課税分）

以上の条件で、入札者が下記の場合

１．入札参加者が××株式会社の【代表取締役　■□　◆◇】の時

一　金 円　也

（消費税及び地方消費税は含まない。但し、資金管理料金は消費税及び地方消費税を含んだ金額とする。）

※上記金額の内数として記入すること。

自動車損害賠償責任保険料 円

自動車重量税 円

リサイクル料金等

資金管理料金（消費税及び地方消費税を含む） 円

再資源化等預託金（非課税） 円

情報管理預託金（非課税） 円

登録諸費用（非課税分） 円

但　し

令和　　年　　月　　日

支 出 負 担 行 為 担 当 官

大阪管区気象台長　　束田　進也　　殿

東京都千代田区大手前○丁目△番□号

××株式会社

代表取締役　　■□　◆◇ 印

※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：    

担当者（会社名・部署名・氏名）：     

連絡先１ ： 

連絡先２ ：              

２．入札参加者が代理人の時

一　金 円　也

（消費税及び地方消費税は含まない。但し、資金管理料金は消費税及び地方消費税を含んだ金額とする。）

※上記金額の内数として記入すること。

自動車損害賠償責任保険料 円

自動車重量税 円

リサイクル料金等

資金管理料金（消費税及び地方消費税を含む） 円

再資源化等預託金（非課税） 円

情報管理預託金（非課税） 円

登録諸費用（非課税分） 円

但　し

令和　　年　　月　　日

支 出 負 担 行 為 担 当 官

大阪管区気象台長　　束田　進也　　殿

印

※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：    

担当者（会社名・部署名・氏名）：     

連絡先１ ： 

連絡先２ ：              

全て用紙の寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。

入 札 説 明 書 を 承 諾 の 上 、 入 札 し ま す 。

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

○○○○○工事

2,568,590

入 札 書 作 成 例

例）

入 札 書

商 号 又 は 名 称

徳島地方気象台官用自動車購入（下取り交換）

入 札 説 明 書 を 承 諾 の 上 、 入 札 し ま す 。

住 所

2,568,590

代 表 者 氏 名

入 札 書

39,120

16,800

380

10,720

130

1,440

（１）代理人が××株式会社の【営業課長 ○● ◎●】の時
→商号又は名称：××株式会社
代表者氏名：代理人 ○● ◎●

（２）代理人が××株式会社大阪支店の【支店長 ◆◇ ■□】の時
→商号又は名称：××株式会社大阪支店（住所も大阪支店のものにする）
代表者氏名：代理人 支店長 ◆◇ ■□

（３）代理人が××株式会社大阪支店の【営業課長 ▽▲ ▽▲】の時
→商号又は名称：××株式会社大阪支店（住所も大阪支店のものにする）
代表者氏名：代理人 ▽▲ ▽▲

代表取締役印のみ押印

委任状に使用した代理人の印を押印



１．入札参加者が代理人で、××株式会社の【営業課長　○●　◎●】の時

令和　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

大阪管区気象台長

束田　進也　殿

１．件　　名 徳島地方気象台官用自動車購入（下取り交換）

２．委任事項 入札書の提出

３．受 任 者 使用印鑑

（委任者） 東京都千代田区大手前○丁目△番□号

××株式会社

代表取締役　　■□　◆◇ 印

※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：    

担当者（会社名・部署名・氏名）：     

連絡先１ ： 

連絡先２ ：              

２．入札参加者が代理人で、××株式会社大阪支店の【支店長　◆◇　■□】の時

令和　　年　　月　　日

支出負担行為担当官

大阪管区気象台長

束田　進也　殿

（委任者） 東京都千代田区大手前○丁目△番□号

××株式会社

代表取締役　　■□　◆◇ 印

下記の者を代理人と定め、令和○年○月○日から令和◎年◎月◎日までの間に

おける契約について、次の権限を委任します。

ただし、上記の期間内に契約を締結した代金又は保証金及び保証物の請求、領

収については、期間後もなお効力を有するものであります。

（受任者） 大阪市中央区大手前□丁目▽番○号

××株式会社　大阪支店

支店長　　◆◇　■□ 印

１．入札書及び見積書の提出
２．契約の締結
３．入札保証金及び契約保証金の納付及び取下げ
４．契約物品の納入及び取下げ
５．契約代金の請求及び受領
６．その他契約に関する一切の事項

※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。

（連絡先は２以上記載すること）

本件責任者（会社名・部署名・氏名）：    

担当者（会社名・部署名・氏名）：     

連絡先１ ： 

連絡先２ ：              

以　上

３．入札参加者が代理人で、××株式会社大阪支店の【営業課長　▽▲　▽▲】の時

→１．２．両方とも必要。ただし、１．の様式については委任者欄及び印を本社から委任された大阪支店並びに大阪支店長のものとすること。

全て用紙の寸法は、日本産業規格Ａ列４とする。

〈 委 任 事 項 〉

私は、営業課長　○●　◎●を代理人と定め、次の行為を行う権限を委任します。

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

期 間 委 任 状

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

住 所

商 号 又 は 名 称

代 表 者 氏 名

都 度 委 任 状

委 任 状 作 成 例

○
●

代表取締役印会社印

代表取締役印

会社印

○
●

会社印

大阪支店長印



件　名： 徳島地方気象台官用自動車購入（下取り交換）

　上記の案件は、電子調達システムを利用しての参加ができないため、紙入札方式

での参加をいたします。

　電子調達システムを利用できない詳細理由、電子入札対応予定時期

資格審査登録番号

　（業者コード・１０桁）

企業郵便番号

企業住所

商号又は名称

代表者氏名 印

　（受任者氏名）

代表者役職

　（受任者役職）

代表者等電話番号

電子くじ番号

支出負担行為担当官　

　 大阪管区気象台長　束田　進也　殿

※以下は、押印を省略する場合のみ記載すること。
（連絡先は２以上記載すること）
本件責任者（会社名・部署名・氏名）：    
担当者（会社名・部署名・氏名）：     
連絡先１ ： 
連絡先２ ：              
※電子くじ番号は、電子くじを実施する場合に必要となるので、000～999の任意の3桁の数字を記載する。

紙入札方式参加願

令和　　年　　月　　日


